
 

2025 年３月 19 日 

各位 

三井住友トラストグループ株式会社 

 

子会社によるネイチャー・インパクトファイナンスの契約締結について（株式会社ニッスイ） 

 

当社の子会社である三井住友信託銀行株式会社が、本日別添のプレスリリースを公表いたしましたの

でお知らせいたします。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2025 年３月 19 日 

各 位 

三井住友信託銀行株式会社 

 

ネイチャー・インパクトファイナンスの契約締結について 

（株式会社ニッスイ） 

 

三井住友信託銀行株式会社（取締役社長：大山 一也、以下「当社」）は、ネイチャー・インパクトファイ

ナンス（以下「本商品」）の第一号案件として、株式会社ニッスイ（代表取締役 社長執行役員：浜田 晋吾、

以下「ニッスイ」）と融資契約（以下「本契約」）を締結しましたのでお知らせします。 

 

本商品は、お客さまの事業活動が自然に与えるインパクトを評価し、TNFD（自然関連財務情報開示タ

スクフォース）提言等に基づく情報開示の更なる充実を促すことを通じて、お客さまの自然に対する取り

組みを支援し、持続可能な社会の発展に貢献していくことを企図したインパクトファイナンスです。 

本契約に係る評価（以下「本評価」）は、当社による「サステナビリティ体制評価」ならびにイー・アール・

エム日本株式会社（※１）による「自然に対するインパクト評価」および「TNFD 開示等に基づく自然資本経

営評価」により構成され、お客さまの事業活動が自然に与えるインパクトを特定し、当社は設定した KPI・

目標の進捗をモニタリングしインパクトの発現を支援していきます。 

なお、本商品のフレームワークは、環境省の「インパクトファイナンスの基本的考え方」への適合性につ

いて株式会社日本格付研究所より第三者意見（※２）を取得しています。 

 

当社では、本商品をはじめとするサステナビリティ関連ソリューションの提供により、SDGs 達成に資す

るお客さまのさまざまな事業活動を支援するとともに、お客さまの中長期的な企業価値の向上と社会的価

値の創出に取り組みます。 

 

＜ニッスイについて＞ 

ニッスイは、2022 年にミッションを定義し、長期ビジョン「Good Foods 2030」に着手、2030 年のありたい

姿を「人にも地球にもやさしい食を世界にお届けするリーディングカンパニー」と定め、「事業ポートフォリ

オマネジメント強化」「サステナビリティ経営推進」の２軸で企業価値の向上に取り組んでいます。 

ニッスイの強みは、世界各地から水産物をはじめとした素材を調達できる資源アクセスであり、価値創

造の源泉となっています。その一方で、事業活動を通じて自然資本と生態系サービスに大きく依存し、ま

た、影響を与えています。ニッスイは地球や海の恵みを受けて事業を営んでいることを常に心にとめ、バリ

ューチェーンにおける自然資本への依存と影響を把握し、その上で事業活動による負の影響の回避・軽

減に努めるとともに、復元・再生に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 



 

＜本評価の目標と指標（KPI）＞ 

当社は本契約締結にあたり、イー・アール・エム日本株式会社による評価（以下「専門評価」）において

特定された重要なインパクトおよび目標と指標（KPI）が妥当であることを確認し、本評価において、ニッス

イの自然に対するインパクト発現に向け以下の目標と指標（KPI）を設定しました。 なお、専門評価では、

イー・アール・エム日本株式会社がニッスイの現状の取り組みについて優れていると評価する点および将

来的な取組課題についても示されています。 

 

 

 

（※１）イー・アール・エム日本株式会社 

ERM グループの日本法人であるイー・アール・エム日本株式会社は、EHＳＳ（環境、安全衛生、社会）やサステナビリティ

に関する幅広い知識と経験をもつコンサルタントを擁し、国内外の⺠間企業、業界団体や政府関連機関のクライアントに

対し、様々な環境リスクを解決するための支援を行っています。 

https://www.erm.com/ja/ 

 

（※２）第三者意見 

株式会社日本格付研究所のウェブサイトをご参照ください。 

https://www.jcr.co.jp/greenfinance/ 

 

 

以 上 

 

創出する 

インパクト 

目標と指標（KPI） 

持続可能な 

水産資源の確保 

(a) 

目標 

2030 年までに持続可能な調達比率 100％ 

指標（KPI） 

水産物の持続可能な調達比率 

(b) 

目標 

特に絶滅の危険度の高い水産物に関しては、2030 年までに資源回復への

科学的かつ具体的な対策が取られない場合には調達を停止 

指標（KPI） 

絶滅危惧種（水産物）の調達量（トン） 

https://www.erm.com/ja/
https://www.jcr.co.jp/greenfinance/

